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第２部 区政運営方針 

 

 

目黒区基本構想は、おおよそ２０年先の令和２２（２０４０）年を見据え、目黒区がめざすべきまち

の将来像や基本的な政策の目標を明らかにしたものであり、この中では、基本構想を着実に実現するた

めの３つの区政運営方針を定めています。 

これら３つの区政運営方針に基づき、今後１０年間の区政運営における考え方及び施策立案の視点を

次のとおりとし、各分野別計画や実施計画の策定・推進等の区政運営に当たっての基本的な取組姿勢と

します。 

【方針の体系】 

方針１ 平和と人権・多様性の尊重 

区政運営の考え方１－１ 平和への貢献 

施策立案の視点１ 平和の尊さの継承と国際交流 

区政運営の考え方１－２ 人権・多様性を尊重する地域社会の実現 

施策立案の視点１ 人権尊重の施策の推進 

施策立案の視点２ 多様性の尊重（ダイバーシティ＆インクルージョン） 

 

方針２ 区民と区が共に力を出し合い連携・協力する区政の推進 

区政運営の考え方２－１ コミュニティ形成を通じた地域課題への取組 

施策立案の視点１ コミュニティ形成の推進 

区政運営の考え方２－２ 多様な主体と区が連携・協力する区政の推進 

施策立案の視点１ 公民連携の推進 

施策立案の視点２ 情報発信力・収集力の強化 

 

方針３ 未来を見据えた持続可能な行財政運営 

区政運営の考え方３－１ 行政サービスの最適化 

施策立案の視点１ 事務事業の抜本的な見直し 

施策立案の視点２ デジタル技術の活用による区民サービスの向上と意識改革 

区政運営の考え方３－２ 「人財」の育成・活用と組織の活性化 

施策立案の視点１ 「人財」育成・「人財」を最大限に活かす環境整備 

施策立案の視点２ 職員数の適正化 

施策立案の視点３ 組織マネジメントの強化 

区政運営の考え方３－３ 持続可能な行財政運営のための資産活用 

施策立案の視点１ 個人情報等の適正な保護とデータ利活用の推進 

施策立案の視点２ 時代に即した資産経営・施設サービスの実現 
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方針１ 平和と人権・多様性の尊重 

 

２０世紀半ば、多くの日本国民が犠牲になった第二次世界大戦の惨禍は、我が国の痛ましい歴史とし

て刻まれています。世界中のあらゆる国家、地域においては、現在も様々な武力紛争やテロ行為が後を

絶たず、尊い生命が失われているという現実があり、また、核兵器の廃絶も実現には至っていない状況

です。 

戦後７５年以上が経過し、戦争を体験していない世代が大部分を占める現代においては、戦争の記憶

は年々風化しつつあり、戦争の悲惨さ、平和の尊さ、核兵器の恐ろしさを次代に伝えて、受け継いでい

くことが難しくなっています。 

区は、昭和６０（１９８５）年５月に平和都市宣言を行って以降、宣言に込められた誓いの実現をめ

ざし、平和に関する様々な事業を行ってきました。今後も、幅広い世代が平和について考え、受け継い

でいけるよう、基礎自治体の活動として平和都市宣言の趣旨の普及に努めるとともに、継続的に平和記

念事業や交流事業等を推進していくことが求められています。 

人権尊重は、現在の日本国憲法や昭和２３（１９４８）年に国連総会で採択された世界人権宣言にお

いて、社会の基本的な原理として掲げられているものです。この基本原理に基づき、人権に関する諸条

約の締結、法令制定等が進められ、今日まで制度・環境整備、施策の推進が行われてきました。また、

平成２７（２０１５）年９月の国連サミットで採択された、持続可能な世界を実現するための１７のゴ

ール（ＳＤＧｓ）は、令和１２（２０３０）年の達成をめざす国際目標であり、特に人権とは密接に関

係しています。 

しかしながら、現代社会に目を向けると、高齢者、障害者などに対する偏見、子どもに対するいじめ

や虐待・体罰、出自や国籍に関する差別など、様々な人権課題が存在しています。また、固定的な性別

役割分担意識等による差別的な取扱いの解消や、すべての人の「性的指向と性自認」（ＳＯＧＩ）におけ

る平等な取扱いなど、多様な性のあり方が尊重される社会の形成が課題となっています。 

近年では、情報通信技術の発達によるインターネット上の誹謗・中傷、大規模災害に起因する被災者

への偏見や新型コロナウイルス感染症に関連した差別など、社会状況の変化等に応じて新たな人権課題

が生じています。 

また、情報通信技術や輸送・交通手段の発達により、世界との距離が縮まり、グローバル化が急速に

進んでいることから、我々は、日本にいながら各国の多様な価値観に触れたり、サービスを享受したり

できるようになっています。東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会は、「多様性と調和」

を一つの大きな目標として掲げて令和３（２０２１）年に開催されました。本大会によって示された、

人種、肌の色、性別、性的指向、言語、宗教、政治、障害の有無など、あらゆる面での違いを肯定し、

自然に受け入れ、互いに認め合うことで社会が進歩するとの概念から、自治体としても「多様性と調和」

の重要性を改めて認識し、より一層人権・多様性の尊重に向けた取組を進めていく必要があります。 

こうした状況の中、区はこれまで、すべての人が人間として平等に大事にされる社会の実現をめざし、

「目黒区男女が平等に共同参画し性の多様性を尊重する社会づくり条例」「目黒区子ども条例」などの

条例の制定や「男女平等・共同参画推進計画」「目黒区子ども総合計画」などの計画策定、これらに基づ

く普及啓発、意識醸成に係る取組等を通じて、様々な人権課題の解決に向け、広く人権政策を推進して

きました。安心して自分らしく暮らし続けられる心豊かなまちを築いていくためには、年齢や国籍、性

のあり方、障害の有無や出自等に関わらず、個性や違いを認めてお互いを理解し、人権を尊重し合える

地域社会の実現は重要な課題となっています。 
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区政運営の考え方１－１ 平和への貢献 

戦後７５年以上が経過し、戦争体験者や被爆者の高齢化が進む中で、次代に平和な社会を引き継ぐとと

もに、戦争の記憶を風化させず、区民一人ひとりがすべての人の幸せと永遠の平和を願い、守り続けてい

く意識を醸成するため、目黒区平和都市宣言を踏まえて、基礎自治体として区民の平和への意識を高める

とともに、相互理解を促進する国際交流・友好親善を推進します。 

 

施策立案の視点 平和の尊さの継承と国際交流 

○区民が戦争の悲惨さを忘れることなく、戦争や核兵器のない世界を願い、平和の尊さをあらためて考

えることができるよう、学び・考える機会の創出や周知・啓発に努めます。 

○戦争や原爆の悲惨さを風化させないよう、戦争体験や平和への思いに接する取組を進め、平和の尊さ

や築き守り続ける大切さを次代に引き継ぎます。 

○様々な文化との相互理解や友好親善を推進するため、基礎自治体として外国都市や外国人住民等との

つながりを創っていきます。 

 

区政運営の考え方１－２ 人権・多様性を尊重する地域社会の実現 

誰もが一人の人間として尊重されるためには、すべての人が人権を守ることの大切さを理解し、相互に人

権を尊重し合うことが必要です。差別や偏見がなく自分らしく幸せに生きられる地域社会を実現するために、

人権についての正しい理解と人権を尊重する意識の醸成を促進し続けるとともに、尊重されるからこそ公平・

公正に自己実現できる、多様性が調和した社会の構築を図ります。 

 

施策立案の視点１ 人権尊重の施策の推進 

○誰もが一人の人間として尊重され、差別や偏見がなく、違いや個性を認め合う社会を実現するため、

人権についての正しい知識の普及・啓発を推進します。 

○子どもに対するいじめ、性のあり方、高齢者や障害者、部落差別（同和問題）、外国人などにかかわる

様々な人権課題に対し、人権尊重の理念に基づいた施策を展開していきます。 

○インターネット上での人権侵害、あらゆるハラスメントや暴力、大規模災害や様々な感染症に関連す

る不当な差別・偏見等が生じないよう、社会状況の変化等によって生じる新たな課題に対しても迅速

かつ適切に取り組み、個々人の様々な違いを認め合い、相互に尊重し合う地域社会をめざします。 

○相互理解を進め、互いに尊重し合う意識醸成のため、多様な学び・交流の機会提供に努めます。 

○人権課題に直面した区民が孤立しないよう、安心して相談できる体制整備を進めます。 

 

施策立案の視点２ 多様性の尊重（ダイバーシティ＆インクルージョン） 

○年齢や国籍、性的指向や性自認、障害の有無や出自など、自分では変えることのできない事柄につい

ての偏見や差別を解消し、固定的な性別役割分担意識に基づく社会制度や慣行の見直しを図るととも

に、一人ひとりの違いを個性として認め合い、多様性を尊重する社会の実現に向けた取組を区、区民、

事業者等が連携・協力しながら推進します。 

○家庭、職場、地域などのあらゆる場面において、誰もが社会の対等な構成員として、個性を発揮して

活躍できるようにするため、意識啓発・教育機会の提供や支援、相談体制の構築などを引き続き推進

します。 

○区職員についても多様性を尊重し、個性や発想・価値観の違いを活かして職員の能力を最大限に引き

出す環境整備・意識啓発を進めることで、区民から信頼される組織をめざします。 
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方針２ 区民と区が共に力を出し合い連携・協力する区政の推進 

 

区は、平成１２（２０００）年に策定した基本構想において、基本方針の一つとして「区民と行政の

協働によるまちづくりの推進」を掲げて取組を進めてきました。また、方針では「住民自治の理念のも

とに、地域住民と行政が、ともに地域社会を支える当事者であるという認識に立って、両者が従属的・

依存的でなく、一定の距離と緊張関係をもって相互に影響し合いながら、共通する目的の実現をめざし

て連携・協力する関係」が必要であるとし、「欠くことのできない基本的な課題」として、地域の課題や

まちづくりに取り組む地域共同体としての地域コミュニティへの形成支援を行ってきたところです。 

また、伝統的な地縁組織である町会・自治会は、地域の防災、防犯、交通安全、環境美化など区民の

日常生活に欠かせない活動を行うとともに、住民同士の相互交流を深めるなど、地域コミュニティの形

成に寄与してきました。 

区のコミュニティ施策は、昭和４９（１９７４）年以降、小学校通学区域程度の広さを一つの生活圏

域とする「住区」を設定し、住区内の誰もが参加できる開かれた場である住区住民会議の設置、運営支

援を進めることで、コミュニティ形成を通じた地域課題の協議・解決の推進を図ってきました。住区住

民会議は、多様な主体の交流・意見交換等により、「人と人とのつながり」の醸成、地域課題を自らの手

で解決する住民自治の実現、互いの意見を尊重する協力関係や連帯感の構築などの取組を進めてきまし

た。 

平成２９（２０１７）年には、今回の目黒区基本計画の策定に先立ち、コミュニティ施策の基本的な

考え方を定めるものとして、「コミュニティ施策の今後の進め方」を策定しました。「住民が自分の地域

に関心をもち、地域の人と人とのつながりを基にして助け合い、支え合うことができる住み良い地域社

会づくり」を進めることを基本的な考え方として、町会・自治会や住区住民会議を始めとする地域にか

かわる公益的な活動団体への支援等の地域コミュニティの活性化に向けた取組を進めているところで

す。 

今後の人口構造や社会状況の変化等に伴い、ますます多様化・複雑化する行政需要に的確に対応し、

将来にわたり区民生活を支えていくためには、時代に応じて求められる役割を公と民が適切に分担しつ

つ、区、区民、町会・自治会や住区住民会議を始めとする地域にかかわる公益的な活動団体など、多様

な主体がそれぞれの強みを活かしながら、連携・協力し、持続可能な地域社会を実現することが必要で

す。 

そのためには、これまで主として区が担ってきた公共サービスにおいて、区民や企業などの多様な主

体が互いの役割と責任を認め合い、総合的に連携し、知識や経験、技術等を活用することで相乗効果を

発揮し、新たなサービスを創造・提供する「公民連携」の推進がより重要となっています。 

これまでの「区民と行政の協働によるまちづくりの推進」により築いてきた地域コミュニティとの連

携・協力関係をより一層高めていくとともに、地域の課題解決に向け、取組を積極的に進めていくため

の仕組みづくりが求められています。そのために、区は区民の区政参画促進に向けた区政運営の透明性

の向上、区民等との信頼関係の構築を図り、より多くの区民や活動団体等とともに、防災・福祉・子育

て・環境・教育といった幅広い分野における連携・協力を推進していくために必要な支援や、地域コミ

ュニティの更なる活性化に向けた取組を行っていく必要があります。 

また、多様な主体がそれぞれの強みを活かしながら、連携して区政運営を進めていくためには、時代

に即した形で、区が区民等に対して必要な情報・メッセージを必要な時に提供するとともに、区民等の

意見を聴き、強い信頼関係に基づいた双方向のコミュニケーションにより区のめざすべき姿の実現につ

なげていくことが求められます。 
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限られた行財政資源の中で、効果的・効率的な区政運営及び区民サービスの向上の両立を図っていく

上で、様々なノウハウを有する民間事業者等との連携も欠かせません。区は、「行財政改革大綱（平成１

０年３月）」において「行政サービスのあり方の総合的見直し」を基本的な考え方として、民間活力の最

大限の活用を掲げて以降、各種事業等の委託化、区有施設における指定管理者制度の導入など、行政運

営の効率化、区民サービスの向上に努めてきました。近年では、民間事業者においても社会貢献活動が

活発化するなど、社会的課題の解決に向けた取組や考え方も大きく変化しています。社会状況の変化等

を踏まえながら公民連携の力を最大限に活かす、時代に即した取組が求められています。 

 

 

区政運営の考え方２－１ コミュニティ形成を通じた地域課題への取組 

区民が地域に関心をもち、主体的な地域コミュニティの形成により助け合い、支え合う住み良いまちづ

くりを進めていくために、地域コミュニティの形成を支援するとともに、目的の共有や役割分担のもと、

区民が主役となる区政運営の推進に取り組んでいきます。 

 

施策立案の視点１ コミュニティ形成の推進 

○地域コミュニティの基礎となる町会・自治会において、人と人とのつながりが創られるよう、地域へ

の関心を高め、課題意識の共有と課題解決に向けた活性化を支援します。 

○地域の誰もが参加でき、意見交換・協議による合意形成等、「地域課題を解決する場」「住民参加・協

議の場」としての住区住民会議の役割を明確化し、機能の充実や活性化を図っていきます。 

○地域の課題解決に向けて地域コミュニティ団体と連携・協力して取り組み、地域と人と人とのつなが

りを強化することで、自治意識や連帯感を共有し、主体的な住民参加に基づく区政運営を推進します。 

○地域の身近なコミュニティ活動の場である集会施設については、様々な団体等が利用しやすくなるよ

うな、施設の枠にとらわれない新たな時代に即した施設として、適正かつ効果的・効率的に確保して

いきます。 

 

区政運営の考え方２－２ 多様な主体と区が連携・協力する区政の推進 

公がすべきこと、民がすべきこと、ともに連携して進めるべきことを明確にした上で、区民、町会・自

治会、住区住民会議、企業、教育機関などの多様な主体が強みを活かし、開かれた区政運営の中で互いが

主体的に連携・協力・交流を図りながら、区と共に持続可能で発展的な区政運営の実現に取り組む環境整

備や仕組みづくりを行います。 

 

施策立案の視点１ 公民連携の推進 

○取組やサービスの提供者を区から地域の活動団体等に移行するだけではなく、地域課題を解決するた

めのパートナーとして、目的・目標を共有した団体等との連携・協力体制のもと、相乗効果をもたら

すよう互いの主体的な取組を推進します。また、多様な視点でそれぞれのもつ資源の活用により創意

工夫を凝らしながら、課題解決に向けた取組を推進します。 

○地域コミュニティ団体や民間事業者等の多様な主体が区政運営において主体的に役割を果たせるよう、

区は公平性・透明性を担保した上で、それぞれの強みを最大限に活かせるよう環境整備を進めます。 

○効果的・効率的な行財政運営の観点から、民間活力の活用を推進していくことを基本とします。行政

経営の視点で、業務の効率化と区民サービスの向上に向けて取り組んでいくとともに、社会経済状況

や区政を取り巻く環境の変化等も踏まえて絶えず見直しを行っていきます。 
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施策立案の視点２ 情報発信力・収集力の強化 

○区政運営の透明性を高め、説明責任を果たし、区民・地域の活動団体・企業等と強い信頼関係を醸成

しながら、連携・協力体制を築き、区民の区政参画を促していきます。また、多様な主体との連携を

促進するために、区のもつ情報を積極的に公開・共有します。 

○誰にとっても必要な情報をわかりやすく簡易に入手できるよう、多様な媒体等を活用し、適切な表現・

タイミングで訴求力の高い情報発信を進めます。 

○区民とつながる広報・広聴に向けて、職員一人ひとりの行動が区の情報を発信する広報媒体であるこ

とを意識するとともに、区政運営に当たって区民の声を活かす広聴を実践していきます。 

○これまでの手法にとらわれない新たな区政参画の手法を確立しながら、区民意見を幅広く収集し、区

民ニーズを的確に反映していきます。 
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方針３ 未来を見据えた持続可能な行財政運営 

 

  区は、平成１２（２０００）年に策定した基本構想において、基本方針の一つとして「基礎的自治

体としての行財政能力の充実」を掲げて取組を進めてきました。基本構想の具体的な実現を図るため、

平成１３（２００１）年度の「第２次行財政改革大綱・年度別推進プラン（平成１４～１７年度）」の

策定、平成２０（２００８）年度以降における「目黒区行革計画」の策定など、質の高い区民サービ

スの提供、将来を見据えた経営基盤の確立に向けた行財政改革の取組を推進してきたところです。し

かし、近年の保育所を始めとする社会福祉施設の整備等による扶助費の増加や老朽化する区有施設の

計画的な更新により、今後財政負担の増加が見込まれる一方で、国の不合理な税制改正（法人住民税

の一部国税化、地方消費税の清算基準見直し、ふるさと納税）により歳入の増が見込めず、行財政運

営を取り巻く状況は厳しさを増しています。 

  そうした中で、区が、ポストコロナを見据え、変容していく社会において複雑化・多様化する行政

需要に的確に対応していくためには、限られた行財政資源を効果的・効率的に活用し、積極的に公民

連携を図りながら、良質な公的サービスを提供するとともに、明るい未来に向けて持続可能な行財政

運営を確立していくことが求められています。 

  持続可能な行財政運営を進めていくためには、生じうる社会変化等に柔軟かつ適切な対応を行いつ

つ、最少の経費で最大の効果を発揮することを念頭に置きながら、組織の全体最適化をめざした取組

を推進することで、安定的な財政基盤を確立していく必要があります。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、デジタル社会の実現に向けた取組が加速化し

ています。行政における業務プロセス・システムの標準化や手続等における電子化・ペーパーレス化

は事務事業の効率化や手続の簡素化による区民サービスの向上が期待されます。また、個人情報の観

点から適正な情報セキュリティ対策を前提として、区の保有する情報資産の有効活用やＡＩを活用し

たデータ分析の導入などにより、区民ニーズに即した施策・事業を効果的に展開していくことが期待

されています。 

デジタル社会への対応に当たっては職員の意識改革が重要です。複雑化・多様化する行政課題に対

して、前例に捉われず広い視野でスピード感をもって柔軟に対応していくことが求められます。また、

これまで以上に、専門的な知識を有するとともに、事業の目的を深く理解し、周囲と広く連携・協力

しつつ、果敢に挑戦する職員が求められています。デジタル化の進展により、人材の希少性がより高

まる中で、職員は区の貴重な財産であり、区民目線で考え、持てる知識・経験・能力を最大限発揮し、

区政の発展に貢献できる「人財」として戦略的な育成・活用が重要となっています。 

持続可能な行財政運営に当たっては、区有資産の有効活用を図るとともに、公共施設のあり方も大

きな課題となっています。区は、多様化する区民ニーズに対応するため、区有地や国有地を活用した

民間事業者による施設整備や、公民連携による施設運営など、多様な手法により施設サービスを提供

してきました。また、「目黒区区有施設見直し方針」を策定し、複合化・多機能化を前提とした施設整

備の考え方を示すとともに、インフラ施設の管理方針を定めるなど、計画的に見直しを進めています。

厳しい財政状況の中で、今後の学校施設を始めとする老朽化した区有施設の計画的な更新等を進める

とともに、時代に即した施設サービスを提供していくためには、公民連携による取組を始めとして

様々な手法を用いながら、効果的・効率的な資産マネジメントを進めていく必要があります。 
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区政運営の考え方３－１ 行政サービスの最適化 

行政課題の複雑・多様化が進んでいる中で、良質な行政サービスを提供し続けていくためには、限られ

た行財政資源を最適な事業へ選択と集中により配分することで最大限活用していく必要があります。優先

的に対応すべき新しい行政課題に迅速に対応（ビルド）していくために、これまでの既存事業そのものの

見直し（スクラップ）を行い、行財政資源を再配分することで、提供する行政サービスを最適化していき

ます。 

 事業実施においては、常に実施目的を意識した業務見直し・改善を行い、事務事業の効率化と効果的な

事業展開を図ります。また、急速に発展していくデジタル技術の積極的な活用を推進していく中で、区民

サービスの向上や職員意識の変革を推進し、最少の経費で最大の効果を生み出す区政運営を実現します。 

 

施策立案の視点１ 事務事業の抜本的な見直し 

 ○事務事業の重要性・緊急性により優先順位を付けて、優先的に行うべき事務事業を峻別することで選

択と集中による行財政資源の最適配分を図ります。 

○区民ニーズへの適合性、目的達成の効率性や実現の可能性といった観点から、様々なデータを収集・

分析することで、施策や事業の有効性や効率性について確認し、客観的な根拠に基づく施策立案を行

います。 

○事業実施に当たっては実施目的と事業効果を明確にして、ＰＤＣＡによる評価・検証を行うことで、

区政の透明性を担保しつつ、業務改善や見直しによる事務事業のビルドに応じたスクラップ（ビルド・

アンド・スクラップ）を進めます。また、事務事業の抜本的な見直しを推進していくことで、職員一

人ひとりが経営感覚・コスト意識をもち、効果的・効率的な区政運営を実現していきます。 

○政策的な意義を意識し、事業目的・目標を効果的・効率的に達成するために、外部人材や専門的な知

見などを広く活用・収集しつつ、公民連携やデジタル技術の活用などのあらゆる選択肢を検討し、不

断の見直しを進めます。 

○事業の実施に当たっては、様々な視点で財源の確保に努めるとともに、公共性・透明性の観点から、

債権・債務の適切な管理を図ります。 

 

施策立案の視点２ デジタル技術の活用による区民サービスの向上と意識改革 

○事務事業へのデジタル技術の活用により、行政手続のオンライン化などの時間や場所を選ばない新た

な時代に即した行政サービスの実現に向けて、要望を的確に把握し迅速に対応できる体制整備に取り

組みます。 

○行政内部事務において、ＩＣＴツール等を使った迅速な意思疎通による連携・協力体制や、機械化・

自動化による業務効率化を図るなど、業務生産性の向上を進めます。 

○自治体間での業務の共通化やシステム関連経費の抑制を目的とする行政システムの標準化に向けた取

組を通じて、現状の業務フローや事務事業そのものの見直しを行い、業務の効率化や区民の利便性向

上に取り組みます。 

○デジタル技術の活用を梃子として、新たな区民サービスの創出やこれまでの事務事業の抜本的な見直

しを積み重ねていくことにより、業務改革の土壌となる職員意識を醸成し、事業単体の改革に留まら

ず、職員や組織、区民・地域社会をより良い形に変革していくＤＸ（デジタル・トランスフォーメー

ション）を実現していきます。 

 

 



 

27 

 

 

区政運営の考え方３－２ 「人財」の育成・活用と組織の活性化 

複雑・多様化する行政課題に限られた人員で的確に対応していくために、職員一人ひとりが専門的な知

識を習得するとともに、異なる能力や適性を活かすことで区政運営に相乗効果を生み出し、より良い方向

へと組織を変革させていく「人財」の育成・活用を行います。 

 事務事業のビルド・アンド・スクラップ、公民連携や多様な職員・デジタル技術の活用を推進し、効果

的・効率的な組織執行体制を確立することで、限られた人員の中で必要な職員を必要な事務事業へ配置で

きる環境整備を進めます。 

限りある行財政資源の中で、トップの示すビジョンの実現には、改革意識の共有や自律的な組織・職員

からの建設的で根拠に基づく提案と不断の見直しが不可欠であり、持続可能で良質な区政運営を実現して

いくための組織全体の活性化に向けたトップマネジメント機能の強化を図っていきます。 

 

施策立案の視点１ 「人財」育成・「人財」を最大限に活かす環境整備 

○行政経験や地域とのつながりを知る内部人材と、高度な専門的知識や民間での豊富な経験を有する外

部人材などの多様な「人財」が相互に影響し合い、相乗効果をもたらすことで区民サービスの向上を

図ります。 

○積極的に外部交流や公民連携を図ることで、俯瞰的な視点で円滑に連携・協力して区政運営に貢献で

きる「人財」を育成していきます。 

○将来的な可能性を広げることができ、職員一人ひとりの適性を職員自身が見極めて能力・資質の向上

を図れるよう、公平な機会の提供、キャリア選択や適材適所の配置を進めます。 

○様々なライフステージや職員個人の多様性を受容し、誰もが働きやすく、区職員として誇りと責任を

もって、前向きに働き続けられる環境整備を進めます。 

○様々な場面で周囲と連携・協力して前向きに職務に取り組む職員の姿があることで、「人財」が定着し

成長する組織を実現し、持続的に組織活力が活性化していく好循環を生み出していきます。 

 

施策立案の視点２ 職員数の適正化 

○限られた人員から最大の効果を生み出すために、効率的な執行方法に改善していくとともに、事務事

業のビルド・アンド・スクラップに連動した組織・職員数の再編成・再配分を行っていきます。 

○公民連携の推進による多様な執行状況を見据えつつ、区が直接担うべき事業を精査し、多様な実施主

体がそれぞれの長所を活かした事業展開を図り、区民サービスの向上と行財政資源の最適配分を進め

ます。 

○限りある行財政資源の中で複雑・多様化する行政課題に対応するため、常勤職員を含めた全ての職員

の役割を明確化した上で、外部人材・会計年度任用職員等の多様な職員がもつ専門性により補完し合

うなど、効果的・効率的な事業執行のために最適な組織執行体制を構築していきます。 

○単純・反復的な事務作業等については、デジタル技術や外部委託などの効率的な事務執行を積極的に

活用し、職員が担うべき業務に適正に人員を配置していきます。 

 

 施策立案の視点３ 組織マネジメントの強化 

○計画策定や事業実施に当たっては上位計画等から連なる体系化により位置付けを定め、施策や事業の

実施目的・効果を明確にした企画立案により、トップの大局的な経営判断に沿った効果的・効率的な

事業執行を推進していきます。 
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○複雑・多様化する行政課題に対して、各部局が主体的に連携・調整し、課題解決に向けて効果的・効

率的な事務事業を実施できるよう、組織力の強化を図り、部局横断的な検討・事業実施の体制整備を

進めていきます。 

 

区政運営の考え方３－３ 持続可能な行財政運営のための資産活用 

情報や施設といった区の資産については、管理・運営などについての適切なマネジメント方針に基づき

具体的な取組を進めるとともに、これまでの考え方に捉われない柔軟な発想で資産を最大限に有効活用す

るための公民連携を推進し、区民サービスの向上を図ります。 

 

施策立案の視点１ 個人情報等の適正な保護とデータ利活用の推進 

○区のもつ個人情報について、引き続き、情報の機密性、完全性、可用性を担保するための情報セキュ

リティ対策を徹底し、あらゆる脅威（リスク）に適正に対応することで、信頼性を確保します。 

○事業実施や政策形成等に向けて有用なデータ・情報資産の効果的・効率的な収集・蓄積、全庁的な適

正管理を行い、データ・情報資産の柔軟な利活用による実効性のある政策形成や客観的な根拠に基づ

く区政運営を実現します。 

○区民や事業者等の権利・利益などが害されることのないよう対策を徹底した上で、オープンデータ化

を推進することで、区政の透明性及び信頼の向上を図り、公民連携の一層の推進による行政課題の解

決や新規事業の創出、区民サービスの更なる向上を実現します。 

 

施策立案の視点２ 時代に即した資産経営・施設サービスの実現 

○変化し続ける区民ニーズに適切に対応していくため、施策・事業の必要性とともに、実施のための施

設の必要性や、多機能化等による他施設の効率的な活用可能性等について絶えず検討を重ね、施設整

備の要否や施設の更なる有効活用を判断していきます。 

○施設の設置目的や配置基準が区民ニーズに合致しているか絶えず検証し、施設が必要な場合には、整

備や事業展開、運営方法、維持管理等、あらゆる面において民間活力の活用を検討することとし、民

間活力を活用できない場合のみ、区有施設の活用や直営による施設サービスを提供するなどの公共施

設マネジメントを推進します。 

○将来にわたり持続可能で安定的な施設サービスを提供していくために区有施設の見直しを推進すると

ともに、公民連携を軸としたより効果的・効率的で時代に即した最適な施設サービスを実現します。 


